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はじめに
欧州連合 (EU) は現在、三本柱構造の下、 EU条約および欧州共同体 (EC)条約に基づき、
域内市場を基礎とする経済統合 (EC条約）、共通外交• 安全保障政策 (EU条約）および警察・
刑事司法協力 (EU条約）を遂行している〔図表 l〕゜ EUは黙示の国際法人格を有する一方、 EC
は明示の国際法人格を付与されており、両者は国際法上厳密には別個の存在であるい。
〔図表 1〕 EUの三本柱構造
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（庄司克宏著『EU法 基礎篇』岩波書店、 2003年、 17頁）
編集部注＊ 慶應義塾大学大学院法務研究科（法科大学院）教授、ジャン・モネ・チェア。本稿は、 2005年3月
16日開催法学研究所第29回現代法セミナーの報告原稿に加箪修正したものである。
1) この点については、庄司克宏「国際機構の国際法人格と欧1'・1連合 (EU) をめぐる論争」、横田洋三・山村恒
雄編著『現代国際法と国連・人権・裁判』国際書院、 2003年、 131-165頁を参照されたい。
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EUおよびEC(以下、 EUとして総称）は、欧州理事会、閣僚理事会、コミッション（欧州委
員会）および欧州議会という共通の機関を通じて運営される。第 1に、欧州理事会は加盟25カ国
首脳とコミッション委員長で構成される首脳会議であり、年4回会合する。 EUの運営全般にわ
たる基本方針を定めるのが主な役割である。第2に、コミッションは独立性をもったテクノクラ
ート集団であるとされるが、各国首脳の決定により指名された委員長が各国と話し合って 1国1
人の委員名簿を作成し、欧州議会の承認を得て任期 5年で発足する。立法・政策提案を行うとと
もに、成立後の執行または加盟国による履行の監視を担う。第3に、閣僚理事会は各国政府の閣
僚級代表からなる。政策分野ごとに総務・外務理事会、経済・財政理事会、司法・内務理事会な
どがある。国益調整の場であるとともに、立法・政策の最終決定権が与えられている。第4に、
欧州議会は各国ごとに直接選挙された議員が集まるトランスナショナルな議会であり、総議席数
732はドイツの99からマルタの 5まで人口の大小に応じて配分され、任期5年である。閣僚理事
会に対して拒否権および法案修正権（共同決定手続の場合）を持つとともに、コミッションを民
主的に監督するのが役目である 2)。以上のコミッション、閣僚理事会および欧州議会により EU
レベルの立法が行われる〔図表2〕。
〔図表幻 EU立法・政策決定と諸機関
理事会
③決定
①提案権（独占）
コミッション 欧朴I議会
（庄司克宏著『EU法基礎篇』岩波書店、 2003年、 53頁）
EUはブリュッセルの複雑な官僚機構と巨額の予算を通じて非民主的な方法で運営され、一般
市民の知らないうちに権限を肥大化させてきた、と批判されることがある。しかし、それば必ず
しも真実ではない。他方、 EUの官僚機構に目を向けるならば、それを従えるコミッションの職
員は約2万4000人にすぎない。これに対し、例えば日本の国家公務員は約46万人いる。 EUの行
政を主として担うのは、実は加盟国の省庁なのである。 EUの年間予算は約13兆5000億円 (2003
年度）であるが、それは日本の政府予算81兆7891億円の約6分の 1にとどまる〔図表3〕。また、
EUの主な仕事は、各国レベルの規制撤廃とEUレベルの「再」規制により、物・人・・サービス・
2)庄司克宏「欧州憲法条約とEU一『多様性の中の結合』の展望と課題」、『世界』第736号、 2005年、 131、
132頁。 EUの機構の詳細については、庄司克宏著『EU法 基礎篇』岩波書店、 2003年、 19-63頁を参照され
たい。
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資本の自由移動と競争政策を中核とする域内市場の維持運営に当たることであるが、 EUの予算
の約8割は農業と地域振興に配分され、域内市場関連の支出は1.3パーセントにすぎない。福祉・
教育や治安・国防は、 EUレベルで政策調整されることがあるとしても、もっぱら加盟国の仕事
であり、国家予算による。このように、 EUは国家を補完するものであるとしても、それにとっ
て代わる存在ではない3)。ましてや連邦国家になることは、現実には長期的な目標とすらされて
いない4)。
2004年10月29日に署名された欧州憲法条約（未発効）は、市民にわかりやすいEU像を提示す
るため、三本柱構造を廃止するとともに、 EUおよびECを一体化して明示的な国際法人格を付与
した。また、欧州理事会における常任議長制、 EU外務大臣ポストの設置〔図表4〕やコミッショ
ン定員削減等の機構改革〔図表5入 EUと加盟国の間における権限関係の明確化〔図表6〕、民
主主義に関する規定の導入、「通常立法手続」（共同決定手続）および特定多数決分野の拡張、特
定多数決における二重多数決制の導入、補完性原則に基づく国内議会の関与の公式化〔図表7〕、
〔図表3〕
EU 日本
人 口 4億5000万人 1億2700万人
職員（公務員） 2万4000人 46万人
了マ 算 13兆5000億円 81兆7800億円
（筆者作成）
〔図表4〕
外務理事会 欧州委員会
欧州対外行動省
EU代表部
（筆者作成）
3)庄司克宏「欧州憲法条約とEU-『多様性の中の結合」の展望と課題」前掲、 132頁。
4) Andrew Moravcsik, "In Defence of the'Democratic Deficit': Reasseing Legitimacy in the European Union", 
Journal of Common Market Studies, Vol. 40, No. 4, 2002, pp. 603-624参照。
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CFSP 
単独決定＊＊
〔図表5〕
EU諸機関と権限関係
欧州理事会
基本方針
組織・人事
共同決定＊／同意＊＊／諮問＊＊
欧朴I議会
＊ 「通常立法手続Jによる「欧州法」・「欧州枠組法」の採択（理事会はQVlVによる）
＊＊ 「特別立法手続」による「理事会欧州法」・「理事会欧州枠組法」の採択 (QVlVまたは全会一致による）
（庄司克宏「2004年欧州1憲法条約の概要と評価」『慶應法学』（法務研究科）第 1号、 2004年12月、 51頁）
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〔図表6〕
EUの権能の類型化
類型＊ 排他的立法権能 共有立法権能 加盟国の権能
・EUのみが立法権能を有 ・EUと加盟国が立法権能 ・EUに付与されていない
する。 を有する。 権能は加盟国にとどまる
特
• 加盟国は授権があった場 • 加盟国はEUが権能を行 が＊＊、一定限度でEUと
合にのみ措置を採択でき 使していない限度で権能 して行動できる。
る。 を有する。
徴 • ただし、⑫と⑬について
は、 EUの権能行使は加
盟国の権能行使を妨げな
い。
〔限定列挙〕 ［主要分野を例示〕 (a) 経済政策、雇用政策の
① 関税同盟 ① 域内市場 調整〔政策立法なし〕
② 域内市場の運営に必要 ② 一定の社会政策 (b) 共通外交• 安全保障政
な競争規則の制定 ③ 経済的・社会的・領域 策の策定と実施＊＊＊〔欧
分
③ 金融政策（ユーロ圏） 的結束 州法・枠組法の排除〕
④ 海洋生物資源保護 ④ 農漁業 (c) 補充的行動〔限定列挙
（共通漁業政策） ⑤ 環境 された分野で立法を行う
⑤ 共通通商政策 ⑥ 消費者保護 ことができるが、各国法
⑥ 一定の国際協定の締結 ⑦ 運輸 令の調和は排除される〕
⑧ 欧州横断ネットワーク ① 人間の健康の保護およ
⑨ エネルギー び改善
⑩ 自由• 安全・司法領域 ② 産業
野 ⑪ 公衆衛生上の安全に対 ③ 文化
する一定の共通関心事項 ④ 観光
⑫ 研究技術開発、宇宙 ⑤ 教育、青少年、スポー
⑬ 開発協力、人道援助 ツ、職業訓練
⑥ 災害防止・救助
⑦ 行政協力
＊ この類型化は、立法権能の性格によるものである。
＊ 国家の基本的統治構造・機能（領土保全、法と秩序の維持、国家安全保障）の尊重 (I-5-1)。EU
法の国内実施は加盟国による (I-37-1)。ただし、統一的条件を要する場合はコミッション（例外
的に理事会） (I -37-2)による。
** 「共通外交及び安全保障政策は、連合外務大臣及び加盟国により、各国及び連合の資源を使用して
実施されなければならない。」 (I-40-4) 
（庄司克宏「2004年欧州憲法条約の概要と評価」『慶應法学』（法務研究科）第 1号、 2004年12月、 60頁）
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〔図表7〕
《立法過程》
提案送付
（筆者作成）
欧州司法裁判所の管轄権の拡張、憲法条約本文としての基本権憲章への法的拘束力付与、 EU法
優越の明文化、自発的脱退に関する規定などがなされている 5)。
以下では、とくにEU域内市場においていかなるガバナンスが展開され、それがどのような間
題を発生させたのかについて述べた後、欧州憲法条約においていかなる解決策が模索されている
のかを明らかにして評価を加えることとする。なお、本稿は筆者が過去の執筆した 3本の拙稿に
基づくものであることをお断りしておく 6)。
2 EU域内市場におけるガバナンス
(1) EU統合と規制撤廃
EC条約第28条には、「輸入に対する数量制限及びこれと同等の効果を有するすべての措置は、
加盟国の間で禁止される」と規定されている。欧州司法裁判所は、「同等の効果を有する措置」
を以下のように一般的に定義した。これは、事件名にちなんで「ダッソンヴィル基準」(Dassonville
formula) と呼ばれる。すなわち、「加盟国により制定され、共同体域内貿易を直接又は間接的に、
現実又は潜在的に妨げる可能性のあるすべての商取引規則は、数量制限と同等の効果を有する措
5)欧州憲法条約の詳細については、庄司克宏「2004年欧州憲法条約の概要と評価」前掲および庄司克宏「欧州
憲法条約草案の概要と評価一簡素化・分権化・民主化・効率化一」、『海外事情』第51巻10号、 2003年、
14-37頁を参照されたい。
6)庄司克宏「2004年欧什l憲法条約の概要と評価」、『慶應法学』（法務研究科）第 1号、 2004年12月、 1-61頁、
庄司克宏「欧州憲法条約と EU-『多様性の中の結合』の展望と課題」前掲、庄司克宏「EUにおける立憲
的多元主義と欧州1憲法条約の課題」、「国際政治』（新しいヨーロッパー拡大EUの諸相）第142号、 2005年、
18-32頁。
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置とみなされうる」い。
このような定義に基づく「同等の効果を有する措置」は、直接的差別、間接的差別および無差
別という 3種類に分類することができる。直接的差別とは、法においても事実（法の適用の結
呆）においても輸入品に不利である場合をいう。間接的差別とは、法においては輸入品が国産品
と同じ扱いを受けているが、事実（法の適用の結果）においては輸入品に不利である場合をいう。
無差別とは、法においても事実（法の適用の結果）においても輸入品が国産品と同じ扱いを受け
ている場合をいう。欧州司法裁判所が「非差別適用措置」 (measures which apply without 
distinction to both domestic and imported products; indistinctly applicable measures) として扱
う場合、それは直接的差別ではないものであって、無差別および間接的差別を含む概念として使
用される。「非差別適用措置」であるが、正当化が認められなかったり、比例性原則（目的と手
段の均衡）に反するとされる場合、結果として間接的差別となる。
もし加盟国の措置が直接的差別に当たる場合、 EC条約第28条により捕捉されるため、第30条 8)
に基づく正当化により適用除外されない限り、同措置は禁止される。この正当化事由の挙証責任
は、それを援用しようとする加盟国にある。他方、「非差別適用措置」は国産品にも輸入品にも
まったく同一の仕方で適用されるとしても、それにもかかわらず、物の自由移動に対して非常に
効果的な障壁となることがある。 EUレベルで共通のルールが存在しない場合、加盟国が自国領
域における当該産品の生産および取引に関するすべての事項を規制することができる。しかし、
これは輸入品に対して「二重の負担」を課すこととなる。すなわち、国産品には自国の規制のみ
が適用されるが、輸入品はそれが生産された国（原産国）の規制に加えて輸入先の国（消費国）
の規制の下に置かれる〔図表8〕。
〔図表8〕
「EUに共通の規則がない
場合に生じる二重の負担l
??? ?
??
?
?
?
(B国に輸入された産品Xは、 A国に
よる規制 (Rule(a) だけでなく B国
による規制 (Rule(b)) をクリアーし
なければならない。これに対して、国
産品YはB国による規制 (Rule(b)の
みをクリアーすれば足りる。）
（庄司克宏著『EU法政策篇』岩波書店、 2003年、 19頁）
7) Case 8/74 Procureur du Roi v. Benoit and Gustave Dassonville [1974] ECR 837, para. 5. 
8)第30条には次のように規定されている。「第28条及び第29条の規定は、公共道徳、公の秩序、公共の安全、
人間及び動物の健康及び生命の保護若しくは植物の保存、芸術的、歴史的若しくは考古学的価値を有する国
民的文化財の保護又は工業的及び商業的所有権の保護を理由として正当化される輸入、輸出又は通過に対す
る禁止又は制限を妨げるものではない。ただし、かかる禁止又は制限は加盟国間の貿易における恣意的な差
別の手段又は隠蔽された制限となってはならない。」
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「非差別適用措置」におけるこのような間題点を解決したのが、欧州司法裁判所のいわゆるカ
シス・ド・デイジョン判決における「相互承認」 (mutualrecognition) というアプローチである 9)。
相互承認とは、一加盟国において適法に生産され、売買されている限り、当該産品が他の加盟国
においても輸入を認められるべきであるという考え方である 10)。これは、ホーム・ステイト・コ
ントロール (homestate control) を原則とすることを意味する〔図表9〕。例えば、アルコール
度数が15ないし20パーセントのフランス産フルーツ・リキュールであるカシス・ド・ディジョン
は、最低アルコール度数を25パーセントに設定していたドイツにおいても自由に輸入販売が可能
とされなければならない11)。
〔図表9〕
「EU共通の規則の不存在 l
A 国Rul e （ A 
B国
産品x
相互承認
（庄司克宏著『EU法 政策篇』岩波書店、 2003年、 21頁）
これに対して加盟国は、「不可避的要請」 (mandatory requirements) (「合理性の基準」 (the
rule of reason)) に依拠して自国の規制を正当化することが可能である。すなわち、「問題とな
っている産品の売買に関する国内法の相違から生じる共同体内での移動に対する障壁は、それら
の規定が特に税務監察の実効性、公衆衛生の保護、商取引の公正及び消費者保護に関する不可避
的要請を満たすために必要と認められるうる限りにおいて、受け容れられなければならない」12)。
これはホーム・ステイト・コントロールに基づく相互承認を原則としつつも、各加盟国の事情に
応じて例外的にホスト・ステイト・コントロール (hoststate control) を認めるものである〔図
表9〕。ただし、カシス・ド・デイジョン判決ではドイツの消費者保護等に基づく正当化は認め
られなかった。「特に」という語で示されているように、不可避的要請として列挙されている正
9) Case 120178 Rewe-Zentrale AG v. Bundesrrwnopolverwaltung fur Branntwein (Cassis de Dijon) [1979] 
ECR 649, para. 8. 
10) Ibid. 「二重の負担」とカシス・ド・デイジョン判決については、例えばGarethDavies, European Union 
Inte四 alMarket Law (2nd ed.), (Cavendish Publishing, London, pp.25-30参照。
11) Case 120/78, op. cit., para. 14 
12) Ibid., para. 8. 
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当化事由は例示であり、 EC条約第30条におけるような限定列挙ではない。一方、 EC条約第30条
における明文の適用除外と同様、比例性原則を充足する必要がある。
以上のように、欧州司法裁判所はEU共通のルールすなわち各国法の調和が達成されていなく
とも、「同等の効果を有する措置」を最も広く定義して加盟国の違反措憤を広く補足するととも
に相互承認アプローチを採用することにより貿易障壁の撤廃を促進した13)。加盟国はその限りに
おいて経済的・社会的規制を行う自由を失った。相互承認アプローチに基づくならば、一つの加
盟国に加盟国の数と同じ（加盟国が25ある場合は25通り）のルールが存在することになり、それ
らは互いに競争の下に置かれる。どのルールが競争を生き残るかは市場が決定する。すなわち、
生産者がどの国のルールで生産を行うか（どの国に生産拠点を移すか）、また、消費者がどの国
のルールで生産された産品を購入するかによって各国）レール間の優劣が決まり、その結果、各国
のルールは徐々に単一のルールに収紋することになる14)。その場合、 EU立法が行われるとして
も「ミニマム・ハーモナイゼーション」 (minimum harmonisation) にとどまり、例えば環境保
護や消費者保護の分野で加盟国はEUより高い基準を維持または導入することができる 15)。
(2) EU統合における「多様性」と「結合」の非対称性
欧州憲法条約は「多様性の中の結合」をEじのモットーとしている。しかし、これまでのEU
統合においては「多様性」と「結合」の間で非対称性が生じている。それは2つの密接に絡み合
った政策分野において、一方ではコンセンサスが成立してEUレベルで規制撤廃型の政策
(negative integration) が実現される一方、もう一方の政策分野では前者のEU政策で重大な影響
を受けるにもかかわらず、コンセンサスが形成されないためEUレベルの共同統治型の解決策
(positive integration)が取れないことをいう 16)。このような結果生じる状態は「正統な多様性」
と呼ばれることがある 17)。
EUがこれまでとくに経済統合おいて行ってきたことは、第 1に単一市場における自由移動（国
13)以上の点については、庄司克宏著『EU法 政策篇』岩波書店、 2003年、 15-22頁参照。
14) Miguel P. Maduro, We The Court The European Court of Justice and the European Economic 
Constitution, Hart Publishing, Oxford, 1998, pp. 126-143 
15)なお、欧州司法裁判所はその後、「産品要件」（表示、形状、サイズ、重量、成分、体裁、ラベル、包装のよ
うに産品が充足すべき要件を定める規則）と広告や営業時間の制限等に関する「販売取り決め」 (selling
arrangements)を区別し、後者については国籍に基づく差別がないことを条件として「同等の効果を有する
措置」の定義から除くこととした (CasesC-267/91 and C-268/91 Criminal proceedings against Bernard 
Keck and Daniel Mithouard [1993] ECR I -6097, paras. 15-17)。これは、差別がなければ「販売取り決め」
に関するルールは各国の社会経済的・文化的政策を反映した立法に任されるという分権的システムヘ一部移
行したことを意味する (MiguelP. Maduro, op. cit., pp. 143-149)。
16) Fritz W. Scharpf, Governing in Europe: Effective and Democratic?, Oxford University Press, Oxford, 1999, 
pp. 43-120 
17) Fritz W. Scharpf, "Legitimate Diversity: The New Challenge of European Integration" in Tanja A. Borzel and 
Rachel A. Cichowski (eds), The State of the European Union, Oxford University Press, Oxford, 2003, pp. 79 
-104. 
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境障壁の撤廃）、 EU競争法の公の事業者等への適用や国家援助の禁止による競争の促進である。
これらは条約に直接規定されるとともに、欧州司法裁判所により原則として直接効果を有し、か
つ国内法に優越するとされてきた。この結果、規制の撤廃が進み、例えば税制・労働コストの低
い加盟国への企業の移動で各国は自国の社会保障制度を維持することが難しくなっているとされ
ることがある。また、第2に、経済通貨同盟における単一の金融政策と為替政策（加盟国から
EUへの権限委譲）および安定・成長協定による財政赤字の制限である。これらに伴い、各国は
経済政策の自律性を次第に喪失するようになったとされる。
EUの規制撤廃型の政策により、加盟国は自国の社会政策を自由に追求することができなくな
りつつある。加盟国がより高い水準の社会政策を進めることができるのは、それが各国規制間の
競争で有利に立つことができる場合 (the"race to the top") に限られる。しかし、共同統治型
の解決策 (EU社会政策）については、 EUレベルでコンセンサスが形成されないために身動きが
とれない状態に陥っているとされる。
このようにして、各国レベルにおける福祉国家的機能が低下する傾向にあるため、 EUレベル
での解決策として単一の「欧州社会モデル」に基づく社会保障政策や税制の調和が模索されてき
たが、この点におけるコンセンサスが加盟国間に存在しない18)。すなわち、加盟国間にコンセン
サスがないために発生する「正統な多様性」の結果、「結合」つまり EU共通の解決策が実現で
きないという意味で、規制撤廃における「結合」との関係で非対称性が生じている。
なお、同様の非対称性がEU統合の他の分野でも発生している。「自由• 安全・司法領域」政
策においてEUは、シェンゲン条約およびそのEU法化により、第三国国民を含む形で域内国境
管理を撤廃した。その一方で、 EUは第三国国民の労働移民に関する「共通移民政策」を形成す
るに至っていない。この結果、スペインのように不法移民の合法化が行われると、それらの移民
が他の加盟国に流入するとの懸念が生じる。欧州憲法条約では「通常立法手続」（理事会の特定
多数決を伴う）による「共通移民政策」が予定されているが（皿ー267-1)、加盟国は第三国から
の労働移民の規制を行う権利を留保している（皿ー267-5)。このように域内国境管理の撤廃とい
う形で「結合」がなされたにもかかわらず、域外に対する共通の政策がとられないかぎり、第三
国国民に対する各国政策の「正統な多様性」が非対称的に存続する。また、 EUはその設立と拡
大により加盟国相互間で平和の障害を撤廃することにより「不戦共同体」を構築することに成功
してきたが、対外的な安全保障政策においては「正統な多様性」が続いている。すなわち、危機
管理作戦においてはコンセンサスがほぼ形成されているものの、基本的政策の選択としては、
NATO重視による安全保障、 EU独自の安全保障の追求、中立・非同盟が並存している。
18) Fritz W. Scharpf, "The European Social Model: Coping with the Challenges of Diversity", Journal of 
Common Market Studies, Vol. 40, No. 4, 2002, pp. 645-670 at 649-652. 
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3 欧州憲法条約と「多様性の中の結合」
以上のようなコンセンサスの欠如による「正統な多様性」から生じる非対称性の問題に対して、
欧州憲法条約の起草者（欧州諮問会議および政府間会議）は、第 1にEU立法の効率化のため特
定多数決に二重多数決制を導入するとともに、第2に特定多数決事項の拡張を行った。さらに、
第 3に一部の加盟国の間で統合を進める手段としての「補強化協力」の発動を容易化した。
(1) 特定多数決における二重多数決制の採用
欧州理事会および理事会の特定多数決による決定は、 2009年10月31日まではニース条約に基づ
く三重多数決制が維持される一方、 2009年11月 1日以降では国票と人口票から成る二重多数決制
へと移行する〔図表10〕。すなわち、
「加盟国数の55% (ただし15カ国）以上19)+ EU人口の65%以上」
〔図表10〕
閣僚理事会における特定多数決 (QMV)
(I -25、附属議定書・宣言）
2004年11月1日～憲法条約発効後の2009年10月31日まで
ニース条約におけるQMV:三重多数決制
2004年11月1日以降（次期拡大まで）
QMV 321票中232票＋構成員の過半数 (or3分の 2*) +全人口の62%**
成立下限票 72.27% (ブロッキング・マイノリティ =90票）
27加盟国になった場合 (2009年10月31日まで）
QMV 345票中258票＋構成員の過半数 (or3分の 2*) +全人口の62%**
成立下限票 74. 78% (ブロッキング・マイノリティ =88票）
＊ コミッションの提案に基づくことが要求されない場合。
＊ 人口条項に基づく検証は任意である。
2009年11月1日以降
欧州憲法条約におけるQMV:二重多数決制
QMV成立下限票
国 日示 人 口 両示
① 加盟国数＊＊＊の55%以上 (15カ国以上） EU全人口＊＊＊の65%以上
② 加盟国数の72%以上 ーコミッション（又
はEU外務大臣）の提案によらない場合
ブロッキング・マイノリティ.4カ国以上（＋人口35%超）＊＊＊＊
「イオニアの妥協」の準用（附属宜言）．少なくとも2014年まで存続
*** オプトアウト分野等の場合は、参加国のみ算入
＊＊ オプトアウト分野等の場合は、参加国人口合計の35%超に当たる国数+1カ国
（庄司克宏「2004年欧州憲法条約の概要と評価」『慶應法学』（法務研究科）第 1号、 2004年12月、 55頁）
19)コミッションまたはEU外務大臣の提案によらない場合は、参加国数の72%以上を必要とする。
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が導入される (I-25-1)。国票では大国小国は平等であるが、人口票では大国が圧倒的に有利と
なる。ドイツをはじめとする大国3カ国でEU全人口の35%を超えるため、国票のブロッキング・
マイノリティは4カ国以上に設定されている20)。
さらに、「イオニアの妥協」21) に準じる「欧州決定」が欧州憲法条約発効の日に採択されて、
少なくとも2014年まで存続する。それによれば、ブロッキング・マイノリティを構成するために
必要な人口票または国票の 4分の 3以上にあたる加盟国が特定多数決による採決に反対を表明す
る場合、理事会は合理的期間の間表決に移らないで、より広範な合意を目指して審議を続けなけ
ればならない（「第 I-25条に関する宜言」）。
ある研究によれば、特定多数決による可決の見込みは、 2004年1月1日から次期拡大まで (25
カ国の場合）は3.6パーセント、次期拡大から2009年10月31日まで (27カ国の場合） 2.1パーセン
トであるが、二重多数決制が導入される2009年1月1日以降 (27カ国の場合）、 12.9パーセント
となる。これは、 12カ国のときの9.8パーセントを上回る22)。
(2) 特定多数決とコンセンサス
しかし実際には、理事会における決定は基本的にコンセンサスによる。それに関する研究によ
れば、 1994-2002年の平均で理事会におけるすべての立法議決の約8割が投票なしのコンセンサ
スでなされている。例えば2002年において、全会一致事項（全体の29%)では立法議決の93%が、
また、特定多数決事項（全体の71%)では立法議決の76%が、コンセンサスにより採択されてい
る23)。しかも、コンセンサスによらない議決には重要な政治的問題は含まれていない24)。
コンセンサスでは、構成員間の信頼関係と議長国の采配が相互の交渉と取引のために重要とな
る。理事会内では、コンセンサスを形成するため、異なる法案の間で取引を行う「イシュー・リ
ンケージ」 (issue-linkage) や「パッケージ・デイール」 (package deals)、ある立法で不利を被
る加盟国に別の措置で補償する「サイド・ペイメント」 (sidepayments) などを使った少数派の
懐柔がなされる25)。このような慣行にもかかわらず、条約改正の度にQMV事項の拡張をめぐっ
20)なお、すべての加盟国が投票に参加するわけではない「補強化協力」やオプトアウト等の場合 (I-44-3、
I -59-5、I -60-4、m-179-4、皿ー 184-6、皿ー 184-7、皿ー 194-2、ill-196-3、m-197-4、m-198-2、m-312-3、
ill-312-4、「国境管理、庇護及び移民、民事司法協力並びに警察協力に係る諸政策についてのイギリス及び
アイルランドの立場に関する議定書」第 1条、第3条 l項、「デンマークの立場に関する議定書」第 1条、
第5条、同議定書附属書第 1条）には、参加国数の55%以上（コミッションまたはEU外務大臣の提案によ
らない場合は、参加国数の72%以上）＋参加国人口合計の65%以上」となり、かつ、ブロッキング・マイノ
リティは「参加国人口合計の35%超に当たる国数+1カ国」で構成される。
21) これについては、庄司克宏著『EU法 基礎篇』 35頁および174頁の注(17)参照。
22) Richard Baldwin and Mika Widgren, "Council Voting in the Constitutional Treaty: Devil in the Details", CEPS 
Policy Brief No. 53, July 2004, p. 6. 
23) Dorothee Heisenberg, "The Institution of'Consensus'in the European Union: Formal versus Informal 
Decision-Making in the Council", European Journal of Political Research, Vol. 4, No.l, pp. 65-90 at 70-78 
24) Ibid., p. 78, 
25) Ib'id., p. 80. 
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て紛糾するのは、新規加盟によりコンセンサス方式が崩れる場合の「保険」として全会一致や「非
常ブレーキ」 (emergency brake)条項（後述）が選好されるためであるとされる26)。コンセン
サスによる意思決定では、問題の迅速な解決が妨げられること、特定多数決の場合より大国の意
向が通りやすいこと、密室の取引となって民主的な説明責任にもとることなどが欠点として指摘
される27)。
(3) 特定多数決の原則化と全会一致事項
理事会が特定多数決に基づいて決定することが原則化されたが (I-23-3)、それにもかかわら
ず、全会一致事項または加盟国の拒否権は約56ほど残っている28)。また、特定多数決の原則化の
影響を一部緩和する措置として、「非常ブレーキ」条項（後述）が現行の共通外交• 安全保障政
策 (CFSP)分野 (EU条約第23条2項）に加えて、修正された形で移住労働者・自営粟者の社
会保障および刑事司法協力の分野に導入された。
他方、全会一致事項が多数残存したことの影響を緩和するものとして、全会一致事項であって
も条約改正を経ることなく、欧州理事会の全会一致等があれば特定多数決事項へ移行できる旨の
「架け橋」 (passerelle)条項（後述）が導入されている。また、全会一致事項において決定が阻
まれるような場合に一部の加盟国がEUの枠組を活用して協力を強化するための制度である「補
強化協力」 (enhancedcooperation; les cooperations renforcees) の改正が行われている。「補強
化協力」が発動された後、参加国の間で関連規定（軍事・防衛的含意を有する場合を除く）の全
会一致要件（および特別立法手続）を特定多数決（および通常立法手続）へ変更することが可能
である（皿—422、「第皿—419条に関する宜言」）。なお、この制度はアムステルダム条約で初めて
導入されたが、これまでに実際に援用されたことはない。
① 全会一致事項
全会一致事項のうち主なものを挙げるならば、次のとおりである。
（イ） 税制（間接税、直接税、環境税、エネルギー税）の調和（皿ー171-1, I -172-2, 皿ー 173、
I -234-2(a)、I-256-3)、
（口） 労働者の社会保障を含む社会政策の一部（皿―210-3)、
（ハ） EU市民権関連規定のうち、 EU市民による自由移動・居住の権利行使を容易にするため措
置でパスポート、身分証明書、居住許可証等に関する措置および社会保障または社会保護に
関する措置（皿ー125-2)、居住先加盟同における地方参政権の行使に関する詳細取り決め (II
-126)、EU市民権に伴う権利の追加 (II-12929))、
（二） 第三国からの労働移民の規制 (II-267-5)、
26) Ibid., p. 71. 
27) Ibid., pp. 82-84. 
28) Steve Peers, EU Constitution: Veto abolition, Statewatch, UK 23.06.2004 (http://www.statewatch.org/ 
news/2004/jun/sw-const-vetoes.pdf)に基づき、一部修正のうえ計算。
29)理事会の全会一致に加え、各国の批准を要する。
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（ホ） 警察協力における加盟国所轄機関の間のオペレーショナルな協力に関する措置、および、
加盟国所轄機関が他の加盟国で活動する場合の条件および制限 (III-275-3、I-277)、
（へ） 通商協定のうち、文化・視聴覚サービスの貿易分野においてEUの文化的・言語的多様性
を損なうおそれがある場合、および、社会・教育・健康サービスの貿易分野においてかかる
サービスの国内組織に重大な混乱を与え、かつ、それらを供給する加盟国の責任を損なうお
それがある場合の協定の交渉および締結 (II-315-4)、
（卜） EU財政関連規定のうち、固有財源の改廃 (I-54-330>)および多年度財政枠組の採択 (I
-55-2)、
（チ） CFSPの決定 (I-40-6、I-300-1)、などである。
② 「非常ブレー キ」 (emergencybrake)条項
特定多数決における「非常ブレーキ」条項は、以下のとおりである。
第 1に、移住労働者・自営業者の社会保障に関する「欧州法」（現行の「規則」に対応）また
は「欧州枠組法」（現行の「指令」に対応）は特定多数決を伴う「通常立法手続」（皿ー396) によ
る（皿ー136-1)。しかし、加盟国がそのような立法は範囲、費用または財政構造を含む自国の社
会保障制度の基本的側面に影響を及ぼすか、または、同制度の財政バランスに影響を及ぼすとみ
なす場合、当該加盟国はその問題を欧州理事会へ付託するよう要請することができる。その要請
を受けて、「通常立法手続」は停止される。欧州理事会は審議の後、立法手続停止の 4カ月以内に、
（イ）理事会へ差し戻す（この場合、立法手続が再開される）、または、（口）コミッションに新たな草
案を提出するよう要請する（この場合、原案は廃案となる）（皿ー136-2)。
第2に、刑事司法協力分野では、証拠の相互採用、刑事手続における個人の権利、犯罪被害者
の権利等に関するミニマム・ルールを定める「欧州枠組法」および一定の刑事犯罪の定義および
刑罰に関するミニマム・ルールを定める「欧州枠組法」は、「通常立法手続」による (II-270-2、
I -271-1、2)。しかし、加盟国がそのような「欧州枠組法」は自国の刑事司法制度の基本的側面
に影響を及ぽすとみなす場合、当該加盟国はその問題を欧州理事会へ付託するよう要請すること
ができる。その要請を受けて、「通常立法手続」は停止される。欧州理事会は審議の後、立法手
続停止の4カ月以内に、（イ）理事会へ差し戻す（この場合、立法手続が再開される）、または、（口）
コミッションまたは複数加盟国に新たな草案を提出するよう要請する（この場合、原案は廃案と
なる） (III-270-3、I-271-3)。
なお、欧州理事会が上述の期間内に何ら行動をとらなかった場合、または、新たな提案による
「欧州枠組法」が12カ月以内に採択されなかった場合、 3分の 1以上の加盟国により「補強化協力」
を開始することができる（皿ー270-4、皿ー 271-4)。
第3に、 CFSP事項は全会一致によることが原則であるが、例外的に特定多数決による場合が
4とおり認められている。すなわち、（イ）欧州理事会の戦略的利益および目標に関する「欧州決定」
に基づき、 EUの行動または立場を定める「欧州決定」を採択する場合、（口）EU外務大臣が欧1'1
30)理事会の全会一致に加え、各国の批准を要する。
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理事会からの特定の要請に応じて提出した提案に基づき、 EUの行動または立場を定める「欧州
決定」を採択する場合、（ハ）EUの行動または立場を定める「欧州決定」を実施する「欧州決定」
を採択する場合、（二）特別代表の任命に関する「欧州決定」を採択する場合である。（皿―300-2、
EU条約第23条2項も参照）。しかし、それにもかかわらず、「国策上の死活的かつ表明された理由」
により特定多数決の行使に反対がある場合、表決を行ってはならない。 EU外務大臣が解決策を
求めて調整を行うが、それが不調に終わる場合、理事会は特定多数決により当該問題を欧1+理事
会へ付託し、全会一致による「欧州決定」を採択するよう要請することができる (ill-300-2、
EU条約第23条2項も参照）。
③ 「架け橋」 (passerelle)条項
第皿部規定（軍事・防衛分野を除く）における理事会の全会一致事項（および特別立法手続）は、
欧州理事会の全会一致、欧州議会の構成員過半数による同意およびすべての国内議会の同意によ
り、特定多数決（および通常立法手続）へ移行させることができる (N-444)。なお、理事会の
全会一致を伴う「特別立法手続」に服する一定の社会政策事項、環境措置および越境的側面を有
する家族法関連措置は、理事会の全会一致のみにより「通常立法手続」へ移行することができる
（皿ー 210-3、皿ー 234-2、皿ー 269-3)。
また、多年度財政枠組の採択は理事会の全会一致によるが、欧州理事会は全会一致により理事
会の特定多数決へ移行させる旨の「欧州決定」を採択することができる (I-55-4)。さらに、欧
州理事会は全会一致により、前述のCFSP分野における例外的な特定多数決事項 (il-300-2)以
外の場合において理事会の特定多数決による決定を規定する「欧州決定」を採択することができ
る (I-40-7、皿―300-3)。
④ 「補強化協力」 (enhancedcooperation) 
ニース条約下では、「補強化協力」について、 EC、警察・刑事司法協力およびCFSPの3本立
てで実体的発動要件、手続的発動要件および後時参加手続がそれぞれ定められ、複雑であった。
しかし、欧州憲法条約では簡素化された結果、実体的発動要件 (I-44-1、I -44-2、皿ー 416、m
-417、ill-418-1) は一本化される一方、手続的発動要件 (I-44-2、m-419-1、m-419-2)およ
び後時参加手続 (il-420-1、皿—420-2) のみ通常分野 (EUの排他的権能分野を除く）と CFSP
の2本立てとなっている。また、補強化協力の発動および後時参加とも、全体として容易になっ
ている〔図表11〕。
なお、共通安全保障・防衛政策 (CSDP) では「常設構造化協力」 (permanent structured 
cooperation; la cooperation structuree permanente)等の特別規定が置かれている。すなわち、
最も重大な任務に対応するため高度な軍事能力と強固なコミットメントを有する加盟国（能力と
意思を有する加盟国のみ）は、 EUの枠内で「常設構造化協力」を確立する (I-41-6、m-312)。
同協力に参加するための基準は附属議定書に規定され、遅くとも2007年までに 5日から30日間内
に任務を実行し、 30日から少なくとも120日間まで延長できる戦闘部隊を輸送および後方支援等
の支援部隊とともに供給する能力を備えることを目標とする（「憲法第 I-41条6項及び第m-312
条により確立される常設構造化協力に関する議定書」第 1条(b)、第2条）。
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〔図表11〕
補強化協力の実体的発動要件
(I -44-1、I -44-2、皿—416 、 皿ー 417、皿ー 418-1)
① EUの非排他的権能の枠内にあること
② EUの諸日的の推進、 EUの利益の保護および統合プロセスの強化を目的とすること
③ すべての加盟国に何時でも開放されていること（コミッションおよび参加国は、できる限り多
数の加盟国が参加するようにすること）
④ 最後の手段としてのものであり、当該協力がEU全体では合理的期間内に達成できないこと
⑤ 少なくとも 3分の 1の加盟国が参加すること
⑥ EUの憲法及び法に適合していること
⑦ 域内市場、経済的・社会的・領域的結束を損なわないこと
⑧ 加盟国間の貿易における障壁または差別を構成しないこと
⑨ 加盟国間の競争を歪曲しないこと
⑩ 参加しない加盟国の権能、権利および義務を淳重すること
補強化協力の発動手続
(I -44-2、皿ー419-1、皿—419-2)
通常分野（排他的権能及びCFSP以外）
① 関係加盟国によるコミッションヘの要請
（範囲および目的の特定）
② コミッションによる理事会への提案
（提案しない場合は、理由を通知）
③ 欧州議会の同意
④ 理事会のQMVによる「欧州決定」の採択（補
強化協力発動の許可）
4 補強化協力発動後に関する規定
CFSP 
① 関係国による理事会への要請
② EU外務大臣およびコミッションヘの送付
③ EU外務大臣はCFSPとの整合性、また、コ
ミッションはとくにEUの他の政策との整合
性について意見を述べる
④ 欧州議会への情報提供
⑤ 理事会の全会一致による「欧州決定」の採
択（補強化協力発動の許可）
・理事会のすべての構成員が審議に参加できるが、補強化協力参加国の・みがQMVまたは全会一致
による決定に参加する (I-44-3) 
・補強化協力の枠内で採択された議決は、参加国のみを拘束する一方、 EU加盟候補国が受諾すべ
き「アキ」とはみなされない (I-44-4) 
・参加しない加盟国は、参加国による補強化協力の実施を妨げてはならない（皿—417)
・コミッション（および適切な場合にはEU外務大臣）は、欧州議会および理事会に補強化協力に
おける進展に関して定期的に通知する（皿—418-2)
・諸機関に伴う行政的経費以外の、補強化協力の実施から生じる支出は、参加国が負担する（理事
会の全構成員が欧州議会と協議の後、全会一致で別の決定を行うことができる）（皿ー421)
・補強化協力に関連して適用される憲法規定が全会一致／「特別立法手続」による決定を規定して
いる場合（軍事・防衛的含意を有する場合を除く）、理事会は参加国の間でQMV/「通常立法手
続」による決定に移行させることができる (ill-422)
・理事会およびコミッションは、補強化協力に関連して行われる諸活動の整合性およびそれらの諸
活動のEUの諸政策との整合性を確保し、そのために協力する（皿—423)
補強化協力への後時参加手続
通常分野（皿ー420-1) CFSP (皿—420-2)
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① 後時参加希望国による罪事会およびコミッ
ションヘの通告
② コミッションは、通告受領後4カ月以内に
当該同の参加を確認する（必要な場合には移
行措置を定める）
③ 参加条件が充足されていない場合、コミッ
ションは条件充足のための取りきめと期限を
設定して再審壺を行う
④ 再審査後においても参加条件が充足されて
いない場合、当該国は理事会に間題を付託す
ることができる
⑤ 理事会は既存参加国のみが投票を行う
QMVにより決定を行う（コミッションの提
案に基づぎ移行措置を採択することができ
る）
① 後時参加希望国による理事会、 EU外務大
臣およびコミッションヘの通告
② 珊事会は、 EU外務人いと協議した後、当
該加盟国の参加を確認する (EU外務大臣の
提案に基づき、必要な移行拮置を定めること
ができる）
③ 参加条件が充足されていない場合、理事会
は条件充足のための取り決めと期限を設定し
て再審査を行う。
④ 理事会は既存参加国の全会一致により決定
を行う
（庄司克宏「2004年欧州1憲法条約の概要と評価」『慶應法学』（法務研究科）第 1号、 2004年12月、 56、57頁）
4 結語
特定多数決における二重多数決制の導入は、実際には二重多数決制における人口票により大国
が容易にブロッキング・マイノリティを形成しうるため、コンセンサスをめぐる取引では欧州理
事会の議長（大国からの任命が予想される）の常任制と相侯って大国の意向が一層通りやすくな
るということを意味する。しかし、これは、上述の非対称性の解決を保証するものではない。な
ぜならば、すでに指摘したとおり、「非常ブレーキ」条項や「架け橋」条項にもかかわらず、税
制の調和、労働者の社会保障を含む社会政策の一部（皿ー210-3)、EU市民権関連規定のうち社会
保障または社会保護に関する措置、第三国からの労働移民の規制およびCFSP事項は、全会一致
事項として残存するからである。
他方、補強化協力においては、例えばアキ・コミュノテール（既存EU法休系）の尊重という
要件が削除されたものの依然として発動は容易ではない。また、 CSDPでの「常設構造化協力」
が特別規定として導入されたが、加盟国の安全保障政策上の基本的選択におけるコンセンサスの
欠如を完全に克服するものとは言えない31)。
これに対してEUでは、 EUレベルでの緩やかなコンセンサスによる政策調整に基づく国内的解
決、すなわち、「裁量的政策調整」 (theopen method of coordination: OMC)32lの推進が図られ
31) Fritz W. Scharpf, "The European Social Model: Coping with the Challenges of Diversity", op. cit., pp. 660-
662 
32) OMCについては、 SabrinaRegent, "The Open Method of Coordination: A New Supranational Form of 
Governance?", European Law Journal, Vol. 9, No. 2, 2003, pp. 190-214; Gr紐nnede Burca, "The 
Constitutional Challenge of New Governance in the European Union", (2003) 28 E.L.Rev., pp. 814-839、庄司
克宏「EUにおける経済政策法制と裁贔的政策調整 (theOpen Method of Coordination)」、『横浜国際経済,1'
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ている33lo OMCは「リスボン戦略」の経済・雇用政策に導入されているが、通常、法的拘束力
を有する措置を伴わない。しかし、これに一定の緩やかな法的拘束力を与えることが考えられる
34)。欧州憲法条約は、労働者の社会保障および社会保護を含む社会政策分野に通常立法手続で「欧
朴1法」または「欧州枠組法」を採択することにより法的拘束力を有する形で「知識の向上、情報
及び最善の慣行の交換の発展、革新的手法の促進並びに経験の評価に向けた発議により加盟国間
の協力を焚励するよう意図された措置」を確立することができる旨規定している。これは上述の
非対称性の問題を根本的に解決するものではないが、次善の策として模索されている。
なお、欧州憲法条約は、 2005年5月29日のフランスおよび6月1日のオランダにおける国民投
票で批准が否決された結果、批准プロセスが一時凍結されている状況にある。
〔附記〕
本稿は、 2004年度慶應義熟学事振興資金による研究補助（特B)および2005年度同（特A) に
基づく研究成果の一部である。
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